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 2008 年度事業報告 
（平成 21 年 4 月 1日から平成 21 年 3 月 31 日） 

 

1． 事業の総括 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2008 年度はこれまで収入の大半を占めていた委託事業が無くなり、CHIHARU 基金よりの多

額の支援で活動を行ってきた。 

 事業実施方針に掲げた「インターメディアリーとしての機能を充実する」については、県内各

所へ出向くことにより、当センターの活動内容の周知が可能となったが、訪問した NPO 法人の

数からは未だ準備作業の域を出ていないのが現状である。ただし、長野県社会福祉協議会や長野

県労働者福祉協議会、長野県労働金庫など、様々な県内組織との連携が深まり既存のネットワー

クを活用した講演会やセミナー等が開催できたことは大きな成果であったと考える。 

 「寄付文化の醸成を目標に市民や企業に新たな社会貢献の手法を提案する」については、各種

企業に対する CSR 提案のための準備を進めていたが、2008 年末の世界的大不況により社会に対

する「ミスマッチ提案」に成りかねない可能性が指摘され、事業の推進を凍結した。ただし、収

集した県内企業の基礎データや提案イメージ等は、今後ホームページを用いて企業側への地道な

アピール活動として活用していきたい。 

 NPO サーベイ事業については、県内 NPO 法人への訪問実施が先行する形でスタートしたが、

年度の中盤から実施した、過去 3 年間の財務データの電子化作業を先行し、基礎データを収集し

た後、調査対象を選定したうえで実施すべきだったと反省している。収集したデータからは長野

県内の NPO 法人の収入及び支出に関する統計が確認できたこと、会費や寄付が「ゼロ」の法人

が多数存在すること、借入先やその額についてなど法人運営に伴う多くの情報と、提出されてい

る決算報告書に矛盾があるケースなど新たな課題を得ることができた。 

 特定非営利活動法人地域創造ネットワーク・ジャパンに事業委託した「パイロット・サーベイ

事業」は、活動分野の異なる 7 つの団体の実態が明らかとなった一方、聞き取りを行った団体自

身に自己分析の機会が提供され、事業実施方針の「ＮＰＯ独自の評価プログラムを策定する」へ

の第一歩となったと考える。 

 認定 NPO 法人の認定申請については、国税庁により過去 5 年間の活動内容が確認され、パブ

リックサポートテストの判断について指摘がなされ、今回の申請は取り下げる結果となった。再

申請に際しては、会費の扱いを再度検討したうえで対処したい。 

 2007 年度に会計検査院から指摘を受けた過去の委託事業についての清算を行い、当初計画に

無かった事務所の移転を 2008 年度末に実施した。安定した収入が得られない実情に変化が無く

新たな協働事業の提案が具体化されなかったため固定経費の削減を優先した。 

 

 最後に、会員の皆さまには 2008 年度より始めた新たな取り組みへのご理解とご協力に感謝申

し上げると共に、これからも変わらぬご支援、ご協力をお願い申し上げます。 
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(ア)市民活動支援事業 

① 各種相談・問い合わせ等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② インキュベータオフィス運営 

1. 緑町オフィス(長野市鶴賀緑町 3036-2) 
 ＮＰＯ法人 ライフデザインセンター 
 ＮＰＯ法人 アリスチャイルドメイト 
 ＮＰＯ法人 こどもの城いきいきプロジェクト（2008.03～） 

2. 南石堂オフィス(長野市南石堂 1255-7) 
 グローバル教育支援センター(2009 年 3 月末にて退去) 
 信州野生生物保全センター 
 ＮＰＯ法人 ＮＰＯ夢バンク 
 善光寺表参道に灯籠を復元建立する会（2009 年 3 月末事務所移転に伴い退去） 

 

 

 

 

3. 移転先 

 長野市鶴賀緑町 1104-10 

 

 

 

 

 

 

 

・電話相談 総数 42 件 ・訪問相談者 3 団体 

 個別の NPO についての問い合わせ共が多く、基礎情報の少なさを実感した。また質問

者が警察署や各種団体といったケースもあった。 

 NPO 法人の運営に関する質問は、より具体的な内容(役員報酬や理事の辞任等)が多く、

法人個別の問題について一般常識の範囲で回答したケースが多い。 

 その他に分類した内容には、NPO と直接関連しない子供の就労に関する悩みや、法的

手続きに関する相談があり、県内にて電話による相談業務を実施している団体を紹介した。 

 南石堂オフィスに関する昨年来の課題を解決するため、2009 年 4 月に事務所を移転し

た。また、老朽化する緑町オフィスについて同様の対応もしくは運営権の譲渡等について引き

続き検討する必要がある。 

長野市役所徒歩 1 分 
駐車場完備 

移転先 

5%

17% 24%

38%

17%

NPOに関する初歩的な質問

NPO法人の運営に関する質問

個別NPO法人に関する問合せ

行政不信に関する提言等

その他各種問合せ



第 1 号議案 2008 年度事業報告 

 
－3－ 

③ 各種講座開催 

1. NPO 塾 ～社会起業家としてのリーダー養成～ 

 6 月 14 日（土）長野市 JAL CITY 長野 参加者 35 名（26 団体） 

 チャリティ・プラットフォームを招いて、当センターが推薦した県内 NPO 法人

の活動紹介とパネルディスカッションを開催 

 2 回目の開催(グループワーク)を検討したが時間的制約により断念 

2. 見直そう！定款セミナー＆個別相談会 （参加者 14 名） 

 10 月 20 日（月）ＰＭ 長野市ふれあい福祉センター 

 「定款」より税や法人運営に関わるポイントを講義 

 個別相談は希望者無し 

3. （財）トヨタ財団 2008 年度地域社会プログラム公募説明会 

 10 月 28 日（火）14：00～17：00 木曽福島会館 

 助成内容の説明と財団が求める事業内容を説明 (参加者 58 名) 

 上記終了後希望者を対象に個別相談を実施 (24 団体参加) 

4. ＮＰＯ地域懇談会 ～木曽の地域づくりのための～ 

 10 月 28 日（火）14：00～17：00 木曽福島会館 

 トヨタ財団、長野ろうきん助成金説明、伊藤園社会貢献自販機を説明 

 参加者活動発表、意見交換 (参加者 10 名) 

5. 第 33 回信州発ボランティア・地域活動フォーラム 第 10 分科会 

 11 月 9 日（火）9：30～14：30 新生病院内スタートハウス 

 “地域再生は自らの手で”～ボランティアの誤解・NPO の誤算～ 

 名手勝史さん、中澤和彦さん、山田理事登壇 (参加者 19 名) 

6. ＮＰＯ塾 in 飯田 ～よりよい事業を創るための資金調達手法～ 

 12 月 2 日（火）18：30～21：30 飯田市役所リンゴ庁舎 

 高橋代表理事基調講演 

 助成財団センター、NPO 夢バンク、長野ろうきんそれぞれが説明 

 意見交換会 (参加者 14 名) 

 

④ 情報発信 

1. 情報誌Ｕｈｔａ 

 5 月 45 号、7月 46 号、10 月 47 号、12 月増刊号 各発行 

2. ホームページ 随時更新 

3. メーリングリスト（220） 助成金情報・イベント・各種情報、随時メール送信 

4. ＦＡＸを使用し、メール以外を希望する会員の皆様に助成金情報を提供 

 

⑤ 講師派遣 

1. 「担い手育成塾」特定非営利活動法人信州養命の里プロジェクト 

 5 月 10 日（土）中川村文化センター  

 「開く×動く＝変わる～社会を拓く・NPO の可能性～」高橋代表理事講演 

 9 月 20 日（土）中川村文化センター  
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 「地域活性化のために、今 NPO ができること」菊池事務局長講演 

 3 月 14 日（土）中川村文化センター 菊池事務局長閉校式列席 

2. 清泉女学院短期大学(幼児教育科 2 年生 100 名) 

 11 月 26 日(水) 同大学音楽室「NPO の基礎講座」菊池事務局長講演 

3. 須坂市社会福祉協議会 

 2 月 10 日(火) 同協議会会議室「ボランティアと地域」山田理事講演 

 参加者 60 名 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 書籍販売 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ ホームページ製作 

1. 特定非営利活動法人ＮＰＯ夢バンク http://www.npo-yumebank.org/ 

 必要に応じて随時更新中 

2. 制作費用に関する問合せ 

 NPO 法人や市民団体 3 件 

 1 団体については 2009 年度 NPO 夢バンクと同様な条件にて実施予定 

 

 

 

書籍名称 定価 
2008 年度 

販売数 

2008/3/31 

在庫数 

NPO 会計まるごとガイドブック 1,600 143 178 

ちっちゃなアレックスと夢のレモネード屋さん 1,680 3 0 

ＮＰＯマネジメントハンドブック 2,300 1 2 

ボランティアまるごとガイド 1,550 1 19 

ＮＰＯ「事務局長」論 1,890 5 8 

ＮＰＯ理事会の自己評価 1,300 1 4 

お金に意思を持たせよう 1,000 2 13 

非営利型株式会社 2,000 1 5 

ＮＰＯが自立する日 2,100 1 4 

 すべての書籍の申し込みをホームページ上で可能とした。 

 発行から 6 年以上経過し、在庫対象となっていない書籍は、希望があれば訪問者に提供

した。 

初期製作費用と運用保守を月単位で契約。 

2009 年度以降、具体的な提案プランを作成し、事業化していく予定。 

担い手育成塾 
清泉女学院短期大学 

須坂市社会福祉協議会 
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(イ)企業・団体との協働事業 

① 長野市民新聞 

 

 

 

 

 

 

 

② ㈱伊藤園 社会貢献型自動販売機の推進 

1. 設置条件 

 販売金額の 1%を㈱伊藤園、販売機設置者が 1% NPO 夢バンクに使途指定寄付と

して提供する 

 設置者には売り上げの 1割程度が電気代等の経費として支払われる 

 設置の立地等については㈱伊藤園が現地調査を行う 

2. 設置実績 

 2008 年 11 月 長野県 NPO センター 

 2008 年 12 月 NPO 法人さくら会(長野市) 

 2009 年 2 月 NPO 法人普通の暮らし研究所 宅老所岩井屋(東御市) 

3. 協力要請 

 連合長野、長野県労働金庫 

 当センターは問合せ窓口として協力 

③ 長野県労働者福祉協議会 

1. 第 16 回労働者福祉学校 ホテルメトロポリタン長野 

 10 月 8 日(水)  田中尚輝理事講演 参加団体募集協力 

2. NPO 団体との懇談会 全労済会議室 

 3 月 3 日(火)  参加団体募集協力  

 NPO 法人 10 団体参加 ネットワーク形成における情報共有等が話し合われた 

④ 長野県労働金庫 

1. 助成金制度 

 県内各地での告知 

 2 月 4 日(水) 助成金選考委員会 菊池事務局長参加 

2. 協働事業提案 

 不定期に企画部担当者への企画提案実施 

 1 月 22 日(木) 企画部、営業推進部向け 高橋代表講演 

⑤ 長野県社会福祉協議会 

1. 長野県災害支援ボランティアネットワーク会議 菊池事務局長参加 

2. 独立行政法人福祉医療機構 助成金長野県推薦枠審査会 菊池事務局長参加 

 掲載開始から 3 年目を迎え、新聞紙面として認知されつつあると考えるが、広告営業な

どについてはその難しさに直面し、未だ課題が残る。ただ、広告の効果が広告主に直接寄

せられた例も出てきており、今後スポンサーに対して広告制作についても提案し、より多

くの支援者獲得に勤めたい。 

 委託事業が無くなり、情報収集の面が心配されたが、長野県社協、長野市社協との連携

が機能したことと、紙面としての認知度向上により問題とはならなかった。 
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(ウ)NPO サーベイ事業 

① 県内 NPO 法人訪問 

1. 会員 29 法人 

2. 非会員 22 法人 

 

 

 

 

 

 

 

② 財務データ調査 

1. 長野県に提出された事業報告書と決算書を元に、財務データをデータベース化 

 2005 年度 516 法人 

 2006 年度 628 法人 

 2007 年度 651 法人 

2. 会計基準が存在しない等の問題は集約するデータ形式を統一して対応 

3. 個々の法人のデータをグラフを用いてまとめ中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ NPO パイロットサーベイ 

1. 特定非営利活動法人地域創造ネットワーク・ジャパンに事業委託 

2. 内容 

 県内 NPO 向け 

 当セタンーが指定した7つの県内NPOに対して、SWOT分析シートを用いて、

対象団体の活動環境及び組織を分析 

 バランス・スコア・カードを活用し改善策を各団体に提案 

 調査対象団体を参加による全体討議の開催 

 NPO 支援の要請先団体(可能性を含む)の聞取り調査 

 県内 10 の企業や団体に対して実施 

 活動の様子や、法人運営に関する問題点等を聞取り。 

 地域ごとのネットワーク推進を促進するための集まりの場を提案したが、活動分

野が異なると地域が同じでも、NPO 法人は連携しにくいとの意見が大半を占めた。 

ただし、助成金制度の説明等が同時に開催されれば、時間に関係なく多くが集まる

との意見もあった。 
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3. 成果 

 調査報告書 

 

 

 

 

 

 

 

④ 企業に対する社会貢献の提案 

1. SEIKO EPSON 本社訪問 

 7 月 7 日(月) 高橋代表理事、菊池事務局長、寺澤さん 

 SEIKO EPSON が実施する社会貢献を聞取り 

 当センターからの協働提案(現時点では難しいとの回答) 

2. 企業向け社会貢献 PR 冊子作り 

 企業情報を収集し、DM 発送先を抽出 

 9 月より専従スタッフを雇用して準備したが、社会情勢の変化により 2008 年末

に一旦凍結 

⑤ 認定 NPO 法人申請 

1. 6 月 25 日 長野税務署経由にて国税庁に申請書を提出 

2. 9 月 5 日 国税庁の担当官が来訪し、当センターを調査 

3. 2 月中日 国税庁の求めに応じ 2005 年度の会計元帳の写しを提出 

4. 3 月初旬 PST に寄付金とした会員会費が、寄付金としては認められない可能性が高

いことを告げられる 

5. 4 月初旬 認定申請の取り下げを長野税務署経由にて国税庁に提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2 年前から PST の寄付金に、会費を入れるかでその結果かが大きく変わり、当時

の担当官にも確認していたが、今年度より過去 5 年の活動実績が対象となり、確認

していた内容に過去 3 年分を整理・追加して申請書を提出した。 

 公益性を求められる認定 NPO 法人であるため、2005 年当時の謝金の支払先が多

くの会員であったことが、寄付金として会費が認められなくなり、PST 不合格の原

因となった可能性が高い。 

 2007 年度を境に、会員に対する謝金の支払等は激減しているため、改めて上記の

点等を考慮し、認定 NPO 法人申請の準備をしたい。 

全体討議の風景 
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2． 組織運営 

(ア)会員 

 

(2009.05.20 現在） 

(イ)理事会 

① 常務理事会 

 7 月 1 日(火) 18:00～19:30 

 企業向け PR の方向性、パイロット・サーベイ実施対象について他 

 9 月 5 日(金) 18:00～19:30 

 各種セミナー開催、長野県 NPO センターの各種規定 

 業務代行事業や活動助成金事業等新たな事業開発他 

 11 月 5 日(水）18:00～19:30 

 助成金申請事業について、2009 年度事業方針について他 

 12 月 19 日(金) 18:00～19:30 

 2008 年度実施事業について、リーフレット制作について 

 2009 年度事業計画と予算計画他 

 2 月 12 日(木） 書面決議 

 事務所移転について、認定 NPO 法人申請に関して他 

 5 月 7 日(木)  17:00～19:30 

 2008 年度決算について、トヨタ財団とのシンポジューム開催について 

 2009 年度事業計画と予算計画について他 

② 理事会 

 7 月 12 日(土) 14:00～16:30 

 NPO サーベイ事業について、企業向け PR について 

 11 月 23 日(日) 14:15～17:10 

 2008 年度実施事業について 

 2009 年度事業計画とセンター運営について 

 3 月 13 日(金) 16:00～19:10 

  事務所移転について 

 2009 年度事業計画とセンター運営について 

(ウ)その他 

① 2 月より常勤スタッフ 1名体制 

 

 

  正会員 団体会員 個人会員 賛助会員 合計 

昨年末 37 109 74 6 226 

入会 0 2 1 1  

退会 4 1 4 1  

会員数 33 108 70 6 217 


